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添付資料（必須）

4 経営方針・会計基準の選択に関する基本的な考え方

３．経営方針
　1）会社の経営の基本方針
　　　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・を経営の基本方針としております。

　2）目標とする経営指標
　　　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

　3）中長期的な会社の経営戦略
　　　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

　4）会社の対処すべき課題
　　�　現在の我が国の経済は、リストラクチャリング等の進展により企業業績は回復しつつあるものの、依然
として先行きに不透明感があり本格的な景気回復とは言い難い状況が続いております。そこで、今後当社
グループと致しましても更なる事業の再構築等を推進していく必要性があり、特に下記の３点を重要課題
として取り組んでおります。

　①　コスト削減
　　�　当社グループは、ここ数年間、競合他社との激しい製品の値引き競争を展開しており、今後もより一層
それに拍車がかかることは確実視されております。それに対応すべく当社グループとしては、当年度から
コスト削減を徹底することに致しており、具体的には部品加工等の内製化、部材購入費の洗い直し、一般
経費の削減等を検討しております。

　②　従業員の意欲、能力の向上
　　�　当社グループは、従業員の目標設定、業績等の査定方法を明確化し、従業員の評価の適正化を図るとと
もに、急速な IT技術の進歩にあわせて、この変革のスピードに対応できるような人材を育成していく体
制を整えることも急務であると考えております。今後はそれらを見据え、従業員一人一人の上昇志向と能
力の向上を図っていくつもりであります。

　③　環境保全への取り組み
　　�　当社グループは、平成X8年９月に環境開発本部を開設し、限りある資源の有効利用に取り組むべくリ
サイクル運動を推進し、地球の環境保全に積極的に貢献していくという基本方針を掲げております。

　　�　その実現に向け当社グループは、既に赤羽工場で認証取得を受けている ISO9002 の定着化を図るとと
もに、環境活動の取り組みを明確化するために ISO14000 の認証取得を受けるべく、平成X1 年１月に役
員と各部の部長から選任された ISO対策委員会を設置し、平成X3年末の認証取得に向けて取り組んでお
ります。

 
　5）その他、会社の経営上重要な事項
　　　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・おります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方
　　　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・おります。
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■チェックリスト■

３－１－４

（会計基準の選択に関する基本的な考え方）
　会計基準の選択に関する基本的な考え方（IFRS の適用の検討状況や
適用予定時期等）を記載しているか。
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５　会社の対処すべき課題
会社が認識している事業上及び財務上の対処すべき課題について、その内容及び
対処方法等を記載する。

実務担当者の準備作業

対処すべき課題は、有価証券報告書及び事業報告においても記載することに
なるが、決算短信での公表が時期的に最も早いことになる。したがって、早い
段階から対処すべき課題として何を記述するか洗い出す作業を行う必要がある
とともに、三者の開示内容について整合性を図る必要がある。
また、継続企業の前提に関する注記又は「重要事象等」について記載を行わ
ざるをえない場合には、有価証券報告書においてどのような記載ぶりになるの
か、監査法人ともよく相談して決定していかなければならない。

６　その他、会社の経営上重要な事項
特に、役員との間で重要な資金、取引等の関係がある場合には、当該関係に係る
基本的な考え方を記載する。該当する内容がない場合には、表題も含めて記載する
必要はない。

実務担当者の準備作業

通期決算短信作成要領では必ずしも求められていないが、記載を要するほど
の重要性がある役員と会社との資金、取引等の関係がある場合には、開示が必
要な関連当事者との取引に該当する可能性が高い。決算短信では、重要性に応
じて関連当事者との取引に関する注記は省略可能とされているが、ここでの記
載と注記の有無の整合性を図る必要があろう。また、有価証券報告書及び計算
書類の注記との整合性も検討しなければならない。

〔関連条文等〕
・　決算短信様式・作成要領等
・　開示府令第二号様式記載上の注意㉜
・　財規８条17項、連結財規15条の４、関連当事者の開示に関する会計基準（企業会計
基準11号）、同適用指針（企業会計基準適用指針13号）

■ 資　　料 ■ 

〔必要となる資料・データ〕
・　経営理念、企業行動憲章その他ステークホルダーの位置付けを明記したステートメ
ント
・　中期経営計画及びその進捗状況に関するデータ
・　設備投資計画、合理化計画等
・　対処すべき課題としてのトップマネジメントのステートメント
・　関連当事者取引一覧表

〔リファレンス〕
・　決算短信の「経営成績」の「目標とする経営指標の達成状況」〔5－1－2〕
・　有価証券報告書の【対処すべき課題】〔2－1－9〕
・　有価証券報告書の【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　〔2－1－13〕
・　決算短信及び有価証券報告書の「関連当事者との取引」（関連当事者情報）の注記

〔チェックリスト〕

（会社の経営の基本方針）
経営理念、企業行動憲章その他ステークホルダーの位置付けを明記し
たステートメントとの整合性を図りながら、株主、投資者の位置付けを
明記しているか。

（目標とする経営指標）
「目標とする経営指標の達成状況」と対比して、いずれに記載するの
かバランスを図っているか。

（中長期的な経営戦略）
会社の中長期的な経営上の戦略の内容及びその背景が、開示できる範
囲で盛り込まれているか。

（会社の対処すべき課題）
対処すべき課題について、早期にリストアップし、事業報告及び有価
証券報告書の記載ぶりとの整合性を図っているか。

（その他、経営上重要な事項）
役員との間の重要な資金、取引関係について網羅的にリストアップ
し、関連当事者との取引（関連当事者情報）の注記の有無、記載ぶりと
の整合性を図っているか。
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